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１．はじめに
　

　当研究所では，企業から残留応力の測定依頼とこれ

に関連する技術相談を受けている．これらの技術相談

等は，破損トラブルが契機となって寄せられることが

多い．相談事案には非常に複雑で高度な内容のものが

ある一方で，基礎的知識の欠如に起因する破損トラブ

ルが少なからず見受けられる．また，異なる企業から

同じような内容の質問を受けることもしばしばであ

る．

　本報告は，このような経験に基づいて，残留応力に

関する技術相談等の際に頻出した技術的事項とこれに

関連する情報を整理してまとめたものである．併せて，

著者らが考案した，新規な応力測定技術を紹介するも

のである．企業技術者との情報共有を図り，製品の品

質向上ならびに技術相談等の高度化および円滑化に寄

与することを目的としている．

　まず，残留応力が機械物理的特性に及ぼす影響，残

留応力の発生および緩和 / 低減，ならびに X線応力

測定法の測定原理について概説する．測定原理につい

ては，この分野の専門家以外の技術者にも理解しても

らえるよう，数式を使わずに説明することを試みた．

次に，当研究所に寄せられた残留応力の測定依頼の中

からいくつかの事例を選択し，守秘義務に留意してそ

の概要を紹介する．最後に，著者らが開発した応用測

定技術－曲面形状部や複雑形状部品の残留応力を測定

する技術－について解説するとともに，残留応力測定
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技術の最近の発展動向を紹介する．

２．残留応力

　残留応力とは，外力が作用していないにもかかわら

ず材料に内在する応力のことをいう．製品の表面およ

び内部には，通常，その製造過程に由来する残留応力

が存在する．つまり，外力が作用していなくても，製

品は多少なりとも力学的に緊張している．この緊張は

製品の機能を左右することがある．製造者には，残留

応力の功罪について知り，製品の残留応力を適切に管

理することが求められる．
(1) 残留応力の功罪
　残留応力は様々な機械物理的特性に影響を及ぼす．

表 1　残留応力の功罪
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表 1に残留応力の功罪を例示する．各特性ごとに残留

応力が好ましい影響を与える場合に○印を，そうでな

い場合に×印を付してある．圧縮と引張りの違いに

よって残留応力の効果が逆転する場合があることに注

意が必要である．

　技術相談等を受けることの多い疲労破壊と応力腐食

割れに限れば，製品の表面は圧縮残留応力を有してい

ることが望ましい．表面は曲げやねじり荷重が作用し

たときに応力がもっとも大きくなるところであり，外

界の腐食雰囲気と接する部分だからである．また，圧

縮残留応力はき裂の開口と進展を抑制するからである
(疲労き裂の発生時期を遅らせる効果の有無について

は明らかではない )12)．圧縮残留応力を導入する手段

については次節で説明する．
(2) 残留応力の発生
　残留応力は，物体内での「長さの食い違い」に起因

して生じる．食い違いとは，一体として存在する物体

を仮想的に二つ以上の部材に分割して，部材間相互の

拘束を排除した場合において，一体となるべき部材間

で長さが異なっていることをいう．食い違いを有する

部材がまとまって一体になるには，各部材は相互に力

を及ぼしあって長さを揃えなければならない．この内

なる力が残留応力である．

　食い違いは，①塑性変形，②熱変形，③相変態・固

溶原子の拡散，の少なくとも一つが材料内で不均一に

起こることによって生じる 13)．このような不均一は，

製品の製造時に必然的に生じる．例えば，加工時の塑

性変形量や熱処理時の温度は，一般に表面と内部とで

異なるからである．表 2に，各種加工法と表面に発生

する残留応力との関係を示す．この中から，曲げと

ショットピーニングについて，残留応力の発生機構を

説明する．

　図 1に，板材を曲げ加工する際の断面と応力状態を

模式的に示す．網掛け部は塑性領域を，白地部は弾性

領域を表す．塑性変形は板の表層から始まる．曲げ応

力は板の表面に近いほど大きいからである．加工時に

圧縮応力が作用する部位 (A’側 )には，加工後に引張

残留応力が生じる．これは，圧縮塑性変形した表層は，

完全に元に戻らなくてもスプリングバックの分だけ復

元すれば応力が解消するが，板厚中心寄りの弾性圧縮

状態にある部分は，さらに元の長さまで伸びようとし

て，表層を伸ばすからである．

　ショットピーニングは，表面に圧縮残留応力を付与

することを主たる目的として，鋼球その他硬質の小片

を製品の表面に高速かつ多量に打ち付けるものであ

る．表面は塑性変形して伸びようとするが，下地に拘

束されて十分に伸びることができない．ゆえに，表面

に圧縮残留応力が生じる．表面の加工硬化と圧縮残留

応力が疲労特性を向上させる．
(3) 残留応力の緩和／低減
　残留応力は，熱的または機械的方法により低減させ

表 2　加工法と表面の残留応力

図 1　曲げ加工により生じる残留応力 14)
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ることができる．表 3に残留応力の緩和 / 低減手法を

示す．

　加熱により残留応力が緩和する現象は，次の機構に

基づく 28)：①降伏点と弾性率の低下による塑性変形の

容易化，②クリープ，応力弛緩，③回復・再結晶．い

ずれも高温下で顕著な現象であるから，残留応力低減

の効果は，加熱温度が高いほど大きい．しかし，高温

過ぎると，製品の自重で変形が進行したり，組織が変

化する等の弊害が生じるから，表 3に示すような適正

範囲がある．なお，高温で処理する場合であっても，

均一に冷却できなければ，新たな残留応力が生じ得る．

再結晶温度 (鉄では 623～ 773 K；加工度が大きいほ

ど低い )29)未満の温度では，残留応力の顕著な低減効

果は通常望めない．

　機械的方法は，外力により残留応力の大きい部分を

降伏させて，食い違いを是正するものである．加熱に

伴う脱炭，表面酸化や軟化等が起こらない点で有効で

あるが，残留応力の低減効果は通常限定的である．な

お，き裂を有する部材に対して引張りの過負荷を与え

ると，き裂材の寿命が伸びることが知られている．こ

れは，過負荷でき裂先端に大きな塑性変形領域を形成

させた後に除荷すると，当該領域が周囲の弾性変形領

域から圧縮応力を受けることとなり，この圧縮応力が

その後の通常負荷に対してき裂の開口 / 進展を抑制す

る効果を奏するためである 30)．

３．X線応力測定法

　X線応力測定法は，非破壊残留応力測定法の中で

もっとも一般的に広く利用されている手法である．「X

線回折」と「sin2ψ
プサイ

法」から構成される．X線回折で

原子配列の間隔が測定され，sin2ψ法で応力が求めら
れる．
(1) X線回折
　X線回折とは，X線が結晶を構成する原子の核外電

子によって散乱されて進行方向を変えることをいう．

回折した X線は，図 2のように，可視光の反射のイメー

ジで描くことができる．X線はさまざまな方向に散乱

するが，干渉の結果，結晶の規則性を反映する特定の

角度方向に強く現れるからである．ただし，可視光の

反射と異なり，特定の入射角度でのみ回折が起こるこ

とに注意を要する．また，X線回折は結晶でのみ起こ

り，ガラスその他の非晶質材料では起こらない．

　X線の反射角 θ
シータ

(通常「回折角 2θ」という )は，X

線の波長 λ
ラムダ

と格子面間隔 dによって決まる．これをブ

ラッグの回折条件 31)という．格子面とは，規則正し

く整列した原子がつくる仮想の面のことである．この

条件を利用すれば，特性 X線と呼ばれる既知波長の
X線で測定した回折角から，格子面間隔を求めること

ができる．格子面間隔が応力により弾性的に伸縮して

いれば，伸縮前後の回折角の変化から伸縮度 (ひずみ )

が求められ，弾性力学の法則を介して応力が求められ

る．

　ここで，ひずみまたは応力を得るには，基準となる

無ひずみ状態の回折角 2θ0または格子面間隔 d0の値を

要することに気付く．d0は添加元素量によって変化す

るため，応力測定の試料について実測しなければなら

ない 32)．微粉末にすれば残留応力は解放されるので，

これについて d0を測定すればよい．しかし，これで

は破壊測定となり，非破壊測定という X線を用いる

最大の利益が失われる．この問題を回避するための巧

みな手法が sin2ψ法である．
(2) sin2ψ法

　sin2ψ法とは，無ひずみ状態の情報を用いることな
く，回折角 (格子面間隔 )から応力を求めるための理

表 3　残留応力の緩和 /低減手法

図 2　X線回折の模式図
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論である．sin2ψ法は，被測定物が次の三条件を満た
せば適用できる：①多結晶体，②ランダム配向，③深

さ方向に変化しない平面応力状態．各条件の意味につ

いては後述する．

　図 3に上記三条件を満たす材料の断面模式図を示

す．引張応力 σ
シグマ

は各結晶粒の格子面間隔を広げるが，

その広がり量は結晶粒によって異なる (d1 < d2 < d3)．

応力の作用方向に対する格子面の向きが異なるからで

ある．結晶粒の向きは，試料面法線と格子面法線との

なす角 ψで表す．
　これら多数の結晶粒に一定の入射角度で X線を一

括照射すると，照射された結晶粒のうち一部の結晶粒

で X線回折が生じる．ブラッグの回折条件を満たす

方向を向いた結晶粒のみが回折を起こすからである．
X線ビームの大きさが平均結晶粒径よりも十分に大き

ければ，X線入射角をどのように変化させても必ず X

線回折が起こる．条件①および②を具備する限り，ブ

ラッグ条件を満たす方向を向いた結晶粒が必ず存在す

るからである．これは，X線入射角を変えることによ

り，回折にあずかる結晶粒が選択できることを意味し

ている．

　これより，X線入射角を変化させて (結晶粒を種々

選択して )回折角を測定すれば，図 4のような，結晶

粒の向き (ψ角 )と格子面間隔 (回折角 )との関係が得
られる．この関係には，応力に関する情報が含まれて

いる．格子面間隔が結晶粒の向きによって異なるのは，

応力の働きに由来するからである．弾性論によれば，

材料が条件①ないし③を満たすとき，格子面間隔 (回

折角 )は sin2ψに比例することが導出される 31)．右上
がり (比例係数 M > 0)なら圧縮応力，右下がり (M < 0)

なら引張応力である．比例係数の大きさは応力の大き

さを反映する．

　このように，sin2ψ法によれば，向きの異なる複数
の結晶粒について格子面間隔を測定して，その相対的

変化から応力を求めることができるので，無ひずみ状

態の情報が不要となり，非破壊測定が可能となる．

　三条件の意味を説明する．条件①は「単結晶でない

結晶性材料であること」という意味である．実用金属

材料のほとんどは本条件を満たす．ただし，結晶粒が

大きいまたは照射領域を小さく絞っている場合には，

応力測定を行う上で被測定材料は単結晶の様相を呈す

るようになり，本条件から外れることがある．結晶粒

径 30 μm(照射面積 14 × 10 mm2)がその限界の目安で

ある 33)．

　条件②は，「多結晶体を構成する結晶粒の結晶方位

が無秩序に分布し，多結晶体を全体として見たときの

弾性的性質が均質等方状態にあること」という意味で

ある．例えば，圧延や引抜き等の強い塑性変形を受け

た材料は，結晶が特定の滑り面に沿って変形した結果，

等方的でなくなっていることがある．

　条件③は，「測定面の応力状態が，試料表面に平行

な方向に作用する応力のみが存在する “平面応力状

態 ”であって，かつ深さ方向に変化しないこと」とい

う意味である．試料表面は厳密に平面応力状態にあ

り，厚み方向に作用する応力成分は存在しない．試料

表面は自由表面であり，厚み方向への変形は拘束され

ないからである．特性X線が材料内に侵入する深さは，

被測定材が金属ならば 10 μmのオーダーであるから，

測定領域はおおむね表面に限定されており，そのごく

薄い範囲内では，応力は通常ほぼ一定であるとみるこ

とができる．ゆえに，条件③は近似的に成立する．
(3) 測定データの意味
　残留応力の測定依頼に対し，当研究所では次のデー

タを提供している：①測定条件と測定結果 (応力値 )，

② sin2ψ線図，③回折強度曲線．
(A) 応力値
　測定応力値は「−123 ±12 M

メガパスカル

P a」のように表示され

る．−123 MPaが応力値を，±12 MPaが信頼区間を表す．

信頼率は 68.3 %(1標準偏差 )である．上の表示は「信

図 3　表面に沿って引張応力が作用する多結晶体と X
線回折の選択性を示す模式図

図 4　模式的 2θ - sin2ψ線図
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頼率 68.3 %で応力は −111 MPaから −135 MPaの間に

ある」という意味である．一般に，正値は引張の，負

値は圧縮の応力を表す．確認しておくべき事項は，照

射領域の位置，大きさ，および測定応力成分 (応力の

方向 )である．応力は一般に位置と方向によって異な

るからである．なお，測定応力値は，表層 (金属の場

合で 10 μm程度 )での値であることに留意する必要が

ある．

(B) sin2ψ線図
　測定データの直線性が重要である．直線性から被測

定材が前節で説明した三条件を満たしているか否かを

概略判別することができる．つまり，図 4のような直

線的分布が得られなかった場合には，被測定材は三

条件のうち少なくとも一つを欠いていると判断でき

る 34, 35)．いずれの条件を欠いているかについては，分

布形態と回折強度曲線 (次項で説明 )の特徴から推定

できる場合がある．直線的に分布しない測定データが

得られた場合，これに対して機械的に回帰直線を引い

て応力値を求めることは不可能ではない．しかし，測

定法の適用要件を満たしていない以上，意味ある数値

にはならない．
(C) 回折強度曲線

　図 5のようなグラフが測定箇所毎に設定 ψ角の数
(通常 5以上 )だけ提示される．二つの着眼点があり，

各々から被測定材の状態 (組織状態，加工度等 )を推

定することができる．

　①同一試料の同一測定箇所において，ψ角によって
強度や曲線形状が著しく変動しているか否か．著しい

変動は，粗大結晶粒または集合組織の存在を示唆する．

　②異なる試料間で，または同一試料の異なる測定箇

所の間で，半価幅に顕著な差があるか否か．半価幅と

は，回折強度曲線の半分の高さにおける幅のことであ

る (単位：角度 deg)．半価幅は，鋼では，硬さ，塑性

変形量や疲労損傷度等と良い相関があり 36, 37)，半価幅

に差があれば，これらの量に差があると推定される．

　半価幅が広がる主な原因は，微視的残留応力による

不均一ひずみである．微視的残留応力とは，結晶粒単

位または粒内各部の局所残留応力であり，より広い範

囲にわたる平均残留応力からの偏差のことをいう．残

留応力は微視的には一様でない．結晶の変形異方性
(結晶方位の不均一性や隣接粒による拘束等 )や，転

移，析出物その他の格子欠陥によってかく乱を受ける

ためである 38, 39)．かく乱の度合いは加工量の増加とと

もに強められ，半価幅の増大として観察される．

　なお，半価幅の中央にあたる角度は，通常，回折ピー

クの角度として扱われ，sin2ψ線図の作成に用いられ
る．

４．依頼測定事例

　残留応力の測定依頼は，破損トラブルの原因究明を

目的とするもののほか，破損トラブルに対処するため

に行う製造工程の修正について，その良否を判断する

目的で寄せられることが多い．被測定材料としては，

金属，特に鋼が多く，セラミックスも散見される．こ

こでは，当所に寄せられた測定依頼の一部を，依頼者

に対する守秘義務に反しない範囲で紹介する．
(1) 曲げ加工された SUS304鋼棒の応力腐食割れ
　この部品 (図 6)は，あまり外力が作用しない状態

で海水に触れる環境下で用いられるものである．曲げ

加工した状態のまま使用していたところ，破断したも

のである．調査段階で応力腐食割れの可能性が指摘さ

れ，残留応力の測定依頼に至った．

　第二章第二節で説明した曲げ加工による残留応力発

生機構をあてはめると，B部は曲げの内側であり，加

工時に圧縮応力が作用する部分であるから，加工後に

は引張残留応力が生じる．事実，未破壊品について
B部の軸方向残留応力を測定したところ，約 200 MPa

の引張残留応力であった．応力腐食割れは，オーステ

ナイト系ステンレス鋼が引張応力を受けた状態で腐食

環境下に曝された場合に起こるものであるから 40)，本

(a
.u

.)

(deg)

図 5　回折強度曲線の例 図 6　応力腐食割れを起こした曲げ加工品の概略図
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事例の破壊様式は応力腐食割れであると推認された．

　応力腐食割れを避けるには，①材料，②環境，③応

力のいずれか一つについて対策すれば足りる．例えば，

①高 Niの安定オーステナイト鋼を採用，②物理的に

腐食環境を遮断，③曲げ加工後に応力除去焼きなまし

をする，またはショットピーニングで圧縮残留応力を

導入する等が挙げられる 40)．
(2) 曲げ加工された鋼製機械部品の疲労破壊
　問題となった部品は，平板状の形状を有し，繰返し

負荷を受ける用途の機械部品である．耐久試験時に疲

労破壊を起こしたため，測定依頼に至った．この部品

は，供用時の性能を高める目的で，部品のごく一部が

意図的に面外にわずかに曲げられていた．疲労破壊は，

この曲げ加工部で発生した．曲げ加工は熱処理後に行

われていた．熱処理時に拘束具を装着する関係で，熱

処理前には曲げ加工できなかったためである．

　前節と同様に，曲げの内側について残留応力測定

を行ったところ，700 MPa余りの引張残留応力であっ

た．一方，比較目的で用意した曲げ加工省略品では，

同一部位の残留応力がおよそ −400 MPaであった．こ

のことから，曲げによって導入された引張残留応力が

疲労耐久性を下げたものと推定され，曲げ加工の後に

ショットピーニング処理が追加された．これにより問

題箇所の残留応力は圧縮の約 −700 MPaとなり，疲労

強度が改善された．
(3) 溶接された鋼製構造部品の疲労破壊
　問題となった部品は，中炭素鋼の素形材を溶接で結

合した構造部品である．その用途の性質上，部品には

静的負荷に加えて振動負荷が作用する．供用中に溶接

部で破断した．原因調査の過程で，溶接残留応力によ

る疲労強度の低下が疑われたため，測定依頼に至った．

　溶接部近辺には一般に引張残留応力が生じる．また，

ビードに近接する熱影響部の機械的特性は，母材のそ

れに比べて低下しており，熱影響部の強度が溶接継手

全体の強度を支配することが多い (軟鋼や溶接に適し

た構造用鋼の場合を除く )41)．

　そこで，未破壊品について熱影響部の残留応力を数

箇所測定したところ，最大で 100 MPa強の引張残留

応力が認められた．これが耐久性に悪影響を及ぼした

ものと推定されたことから，溶接後にショットピーニ

ング処理が追加された．これにより，問題箇所の残留

応力は圧縮の −300～ −500 MPaとなり，疲労強度が

改善された．

５．複雑形状物の残留応力測定技術

　著者らは，X線応力測定法を複雑形状物に適用する

ための新しい応用測定技術について研究してきた．こ

こでは，その概要を紹介する．
(1) 曲面への適用
　第三章で説明した測定原理から明らかなように，従

来の X線応力測定法では，測定しようとする試料の

表面は平坦でなければならない．これは，同章第二節

で述べたように，結晶粒の向きを特定する ψ角は試
料面法線を基準として定めるので，曲面の広い範囲

に X線を照射するのでは，試料面法線が唯一に定ま

らないからである．しかし，機械部品等を測定対象と

する場合は，曲面に対する測定が必要になることが多

い．曲面に対して従来のX線応力測定法を適用すれば，

測定値には曲面形状に起因した測定誤差が含まれるこ

とになる．

　この種の誤差を軽減するもっとも簡便な解決手段

は，照射する X線ビームを小さく絞ることである．

微小領域に着目すれば，曲面であっても平坦とみなす

ことができるからである．しかし，小さく絞ると回折

強度が減少して測定精度の低下を招くおそれがあるほ

か，対象物の結晶粒度によっては，十分な数の結晶粒

を照射領域内に収めることができずに，巨視的等方性

の要件を欠くという新たな誤差要因を招くこともあ

る．したがって，測定の目的の範囲内で，かつ曲面の

影響が軽微な範囲内で，できる限り X線ビームは大

きくすることが望ましい．

　著者らが丸棒について照射寸法と残留応力測定値と

の関係を調べた結果によれば，一定応力状態の曲面上

で周方向の照射寸法を大きくすると，図 7に示すよう

に，周方向応力および軸方向応力の測定値は，いずれ
図 7　丸棒上の照射寸法の大きさと残留応力測定値と

の関係 42)
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もその絶対値が減少する 42)．すなわち，実在する残留

応力より小さく測定される．減少の程度は周方向応力

の方が顕著である．

　図 7によれば，照射寸法を測定面の曲率半径の
40 % (2 ζ

ジータ

 / ρ
ロー

) ≤ 0.4)以下に止めれば，曲面に起因す

る誤差は実在する周方向応力の 10 %以下 (1−σ測定値 / 

σ真値 ≤ 0.1)になる．10 %という量は，平板試料に対

する X線応力測定においても通常生じ得る誤差であ

るから，そのような照射寸法下での測定であれば，平

坦面と同様の扱いが許されると考えられる．これを当

研究所が有している微小部 X線応力測定装置にあて

はめると，X線ビームサイズの最小径がφ 0.15 mmで

あるから，平坦面として扱い得る許容範囲は曲率半径

約 0.4 mmまでとなる．
(2) 狭隘部への適用
　歯車の歯元や歯面等，奥まった箇所の残留応力を

sin2ψ法で測定することは一般に難しい．隣接歯や，
その他測定箇所に近接する部材が障害となって，X線

を要求する位置に必要な入射角度で当てられない場合

や，当てられたとしても回折 X線が遮られる場合が

あるためである．

　この問題に対するもっとも直接的な解決手段は，障

害となっている部材を除去してしまうことである．し

かし，それでは非破壊測定にならないし，除去加工に

よって残留応力状態がわずかなりとも変化することか

ら，残留応力値が測定できたとしても，それが直ちに

除去前の状態の残留応力とは言えないという問題も生

じる．

　著者らは，このような状況下でも部材除去をせずに

使える応力測定技術を開発した：①歯元のような奥

まった箇所にある曲面に対する応力測定技術「擬似 ψ
角変化法 43)」，②歯面のような奥まった箇所にある傾

斜面に対する応力測定技術「二軸傾斜法 44)」である．

いずれも X線回折を利用する点において従来の X線

応力測定法と共通しているが，前者が X線入射角を

変化させずに照射位置を変える点，後者が X線入射

角の変化を与える回転軸を従来法よりも一軸多く用い

る点で異なっている．以下，両手法を簡単に紹介する．

(A) 擬似 ψ角変化法 43)

　図 8に本手法でラック歯元の歯型方向応力を測定す

る場合の模式図を示す．従来の X線応力測定法であ

れば，隣接歯の方向に入射X線を傾ける必要があるが，

隣接歯が障害となって十分に傾けられない．

　本手法では，X線は隣接歯の影響を受けないよう，

歯幅方向に平行な鉛直面内で照射する．X線の入射方

向を一定に保ったまま，照射位置 (P)を歯元の円弧部

に沿って逐次移動させ，各位置毎に X線の回折角を

測定する．X線入射角は意図的には変化させないが，

照射位置の移動により入射角の実質的変化が生じる．

測定部が円弧形状であるため，位置によって角度 Ω
オメガ

が異なるからである．この実質的入射角変化により，

回折ピーク角度が変化する．なお，本手法では，X線

ビームが円弧面の広い範囲に照射される場合であって

も，測定領域内で応力が一様であれば，X線ビームサ

イズは測定結果に影響しない．

　図 8のプロットは，歯元をサンドブラスト処理した

鋼製ラックに本手法を適用した結果である．円弧内の

複数箇所について回折角を測定し，X線経路面に対す

る照射面の角度 (Ω)と回折角との関係をグラフに表し

たものである．回帰直線の傾きを求めて応力定数を乗

(d
eg

)

図 8　擬似 ψ角変化法によるラック歯元の歯型方向残
留応力測定の模式図と測定結果 43)

(M
Pa

)

図 9　二軸傾斜法による V溝側壁の応力測定法の模式
図と平板模擬試料に対する測定結果 44)
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じれば，歯元の歯たけ方向残留応力が得られる．本図

の場合，傾きが 1.28 deg，応力定数 −318 MPa/degな

ので，歯たけ方向残留応力は −407 MPaと求められる．
(B) 二軸傾斜法 44)

　図 9に本手法で V溝側壁の溝すじ方向応力を測定

する場合の模式図を示す．従来の X線応力測定法で

あれば，側壁面の法線と溝すじを含む面内で X線を

入射させる必要があるが，対向する側壁がそれを妨害

する．

　本手法では，対向側壁の影響を受けないよう，溝す

じ方向に平行な平面 (ただし，側壁面法線から Ωだけ

傾斜した面 )内で X線を照射する．この照射条件の下

で，X線入射角度の指標である ψ角を溝すじ方向に
変化させて，通常の応力測定を行う．ただし，この測

定では，測定面が Ωだけ傾いているので，測定され

る応力値は求めるべき「溝すじ方向応力」ではなく，

「傾いた面の溝すじ方向応力」となる．この測定を可

能な範囲で幾通りかの傾斜角度 Ωについて行い，図 9

のような，傾斜角度 Ωと「傾いた面の溝すじ方向応力」

との関係のグラフを作成する．

　図 9のプロットは，機械的手段により一軸応力を負

荷した鋼板模擬試料に本手法を適用した結果である．

回帰直線の傾きと y切片を求めれば，傾きの符号を反

転させたものが溝高さ方向残留応力に，y切片が溝す

じ方向残留応力にそれぞれ相当する量となる．本図の

場合，傾きが 142 MPa，y切片が −31 MPaなので，前

者が −142 MPa，後者が −31 MPaと求められる．

６．残留応力測定技術の発展動向

　当研究所では，特性 X線を用いた応力測定を実施

している．この手法により非破壊測定できるのは，金

属の場合で表面から深さ 10 μm程度の範囲の応力であ

る．さらに深い内部の残留応力を非破壊で知りたいと

いう要求には応えられない．破壊的方法―電解研磨

で表層を除去し，新たに現れた表面について応力測定

を行う方法―によるほかはない．

　近年，表面下 1 mm以上の深内部における残留応力

を非破壊で測定できる，放射光や中性子を用いた応力

測定法が注目されている．X線応力測定法と同様，回

折現象を利用する測定法であるが，特性 X線よりも

透過能力が高いことを利用したものである．対象物が

鉄である場合の侵入深さは，放射光で 6 mm，中性子

で 85 mmに及ぶ 45)．軽金属であればさらに深くまで

測定可能である．

　線源の特殊性から，実施可能な施設は限られてい

る．代表的な施設には，高輝度光科学研究センターの
SPring-8(兵庫県 )，日本原子力研究開発機構 (JAEA)

の研究用原子炉 JRR-3(茨城県 )や，JAEAと高エネル

ギー加速器研究機構が共同で運営する大強度陽子加速

器施設 J-PARC(茨城県；平成 20年度末共用予定 )が

ある．

　いずれの施設においても，産業利用を促進するため

の取り組みを行っており，一般企業も課題 / 利用申請

をして承認されれば利用可能である 46, 47)．ただし，当

研究所で行っているような依頼測定とは異なり，申請

者自らが実験を行わなければならない．スタッフの支

援は受けられる．SPring-8では，スタッフによる測定

代行制度が試行されている．試行の対象に残留応力測

定は含まれていないが，需要が多ければ代行が検討さ

れる可能性はあるだろう．利用料金は，実験成果を専

有しない場合には減額される．

７．おわりに

　X線応力測定法と残留応力に関する技術的事項のう

ち，技術相談等の経験から需要が高いと思われたもの

を，できる限り平易に解説するよう努めた．測定事例

の選択は，守秘義務の要請に基づく事例の抽象化を

行っても，なお第三者に知識として伝達すべき情報性

を有しているか否かの観点から行った．しかし，依頼

者に対する聞き取り調査が不足していた等の理由で記

録が不十分なものが多く，情報性の高い事例を示すこ

とができなかった． 

　最後に，本解説が破損トラブルの解決と予防に役立

てば，望外の喜びである．
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